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【事実の概要】
　ポーランド人の被告人は、ドイツにおいて職人として働いていたが、税制上・
法律上の処理については、彼は弁護士の助けを借りて仕事について申告してい
た。ポーランド人の知人と被告人の親族は、ドイツで被告人と同様の仕事に従事
しており、その給料は時給ベースで計算されていた。その際、彼らは、仕事を受
ける際の書類には、被告人の住所および被告人の銀行口座を記載していた（知人
らは、ドイツ語を話せないため、銀行口座を開設することができなかった）。
　そして、①被告人は、社会保険について徴収する責任のある地位にありなが
ら、自身の会社で雇っているポーランド人の被用者を雇用していることを届け出
ず、社会保険料を支払わなかった。それによって、被用者の社会保険料は、総計
で約12万3000ユーロ不払いにされた。加えて、②被告人は、自身の会社につい
て、給与所得税の申告も行わなかった。それによって、被告人は、総計で約10万
1000ユーロの給与所得税を脱税した。これにより、被告人は、①労働対価の不払
及び着服の罪（ドイツ刑法266条 a
（１）
）および②租税逋脱の罪（租税通則法370条 1 項、
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（ 1 ）　ドイツ刑法266条 a は、 1 項から 3 項において、以下のように、異なる侵害態様の構成
要件を規定している。
刑法266条 a（労働対価の不払及び着服）
第 1 項　 　労働賃金が支払われているか否かとにかかわらず、使用者として、労働援助金
を含む社会保険への被用者の納付金を徴収所に納付しなかった者は、 5 年以下の
自由刑又は罰金に処する。
第 2 項　 　労働賃金が支払われているか否かとにかかわらず、使用者として、
第 1 号　 納付金の徴収を管轄する官署に対し、社会保険法上重要な事実につい
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所得税法41条 a）で起訴された。
　原審であるヴィースバーデン地方裁判所（LG Wiesbaden）は、被告人が、自分
が使用者としての地位にあることに関して不法の弁識を欠いて行為していた可能
性を排除すべきではないとして、ドイツ刑法17条による回避しえない禁止の錯誤
を理由に無罪を言い渡した。なお、被告人が自身の使用者としての地位とそこか
ら生じる義務を知っていたか否かについては不明である。
【判旨】
　連邦通常裁判所（BGH）は、回避しえない禁止の錯誤を認めた地裁の証拠評価
は維持できないとして、原判決を破棄し、地裁に差し戻したが、新たな公判のた
めに、行為の主観面に関して以下のように指示した。
　「連邦通常裁判所の判例では、使用者としての地位という規範的構成要件要素
に関する故意の内容についての要請は、刑法266条 a の場合と、租税通則法370条
1 項 1 号および 2 号の犯罪構成要件と結びつく所得税法41条 a の場合とで、別異
に解されてきた。」
　「連邦通常裁判所の判例によれば、刑法266条 a の行為の主観面に関して、以
下のように述べられている。故意は、使用者および被用者としての属性─もっ
とも、その際、地位を基礎づける事実的な要件だけに及んでいればよく、法的分
類それ自体や自身の保険料支払いの義務にまで及んでいなくともよい─、およ
び、その他社会保険法上の義務を基礎づけるすべての事実的な事情に及んでいな
ければならない。こうした事実関係の認識があるなら、自分が使用者ではない、
あるいは保険料の支払いのために配慮しなくともよいと思っていた場合であって
も、行為者は故意を阻却する構成要件の錯誤に陥っているのではなく、（せいぜ
て、不実の若しくは不完全な申立てを行い、又は、
第 2 号　 納付金の徴収を管轄する官署に対し、義務に違反して、社会保険法上重
要な事実について、不知のままにし、
　これにより、労働援助金を含む社会保険への被用者の納付金を徴収所に納付し
なかった者は、前項と同一の刑に処する。
第 3 項　 　使用者として、被用者のために他の者に支払うべき労働対価のその他の一部
を、被用者の給与から控除したにもかかわらず、他の者に支払わず、遅くとも支
払期限の時点で又はその後遅滞なく、被用者に、他の者への不払を報告しなかっ
た者は、 5 年以下の自由刑又は罰金に処する。第 1 文は、賃金税として控除され
た労働対価の部分については、妥当しない。
　 　さらに、 4 項が 1 項および 2 項の加重規定、 5 項が行為主体についての規定、 6 項が「行
為による悔悟（Tätige Reue）」といわれる刑の免除についての規定となっている。
　 　訳出に当たっては、法務省大臣官房司法法制部編『法務資料第461号 ドイツ刑法典』（法
曹会、2007年）164頁以下を参照した。
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い）─通常は回避可能な─禁止の錯誤に陥っているにすぎない。」
　「それに対して、連邦通常裁判所の確立した判例によれば、脱税の故意には、
行為者が租税債権をその根拠と程度の点で知っているか、あるいは少なくともそ
うかもしれないと思っており、かつ租税債権を削減しようと思うことが必要とさ
れる。納税義務者が錯誤によって租税債権は発生していないと思っていた場合、
判例によれば、刑法16条 1 項 1 文によって故意が阻却される構成要件の錯誤が存
在する。それに従えば、租税債権と租税通則法370条 1 項 2 号の犯罪構成要件へ
とつながる、所得税法41条 a における使用者性とそこから生じる租税義務につい
ての錯誤は、構成要件の錯誤として扱われなければならない。」
　「そうした区別をする実質的な理由は認められず、いずれも（規範的）構成要
件要素が問題となるのであるから、当刑事部は、─この点で2011年 9 月 8 日の
第 1 刑事部決定（NStZ 2012, 160, 161 Rn.23ff.）の考慮とは異なり─今後、刑法
266条 a における使用者性とそこから生じる支払義務についての誤信も、全体と
して（故意を阻却する）構成要件の錯誤として取り扱うことを検討する。」
【研究】
一　問題の所在
　本件で問題となった規範的構成要件要素についての錯誤を巡っては、日本で
は、「事実の錯誤と違法性の錯誤の区別」の問題として、故意の存否が論じられ
てきた。他方、ドイツでは、錯誤の処理について、ドイツ刑法16条で構成要件の
錯誤（Tatbestandsirrtum）が、ドイツ刑法17条で禁止の錯誤（Verbotsirrtum）が、
それぞれ明文化されているが、その法効果については、構成要件の錯誤の場合は
故意が阻却され、禁止の錯誤の場合は錯誤が回避可能な場合に限って免責される
と規定している。そして、規範的構成要件要素についての錯誤に関しては、いず
れの条文によって処理されるのかが争われており、日本とほぼ同様の議論状況に
あるといえよう。
　本件では、ドイツ刑法266条 a の罪の行為主体である「使用者」の属性および
保険料の支払義務についての錯誤が争点となったが、そこではまさに、当該錯誤
を構成要件の錯誤とするか禁止の錯誤とするかが問題となった。そして、本判決
の最大の特徴は、本件で同時に問題となった租税逋脱犯における錯誤の処理との
比較を通じて、ドイツ刑法266条 a の罪における錯誤の処理を導いた点にある。
租税逋脱犯における錯誤の処理はそれ自体ドイツにおいて盛んに議論されている
論点である
（２）
が、本判決の射程は、ドイツ刑法266条 a の罪における錯誤の処理に
（ 2 ）　租税逋脱犯における錯誤についてのドイツの議論状況につき、中村邦義「ドイツ租税刑
法における構成要件の錯誤と禁止の錯誤の区別について」産大法学49巻 1 ・ 2 号（2015年）
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とどまらず、租税逋脱犯における錯誤の処理にも及ぶものと思われる。
二　従来の議論
1．ドイツ刑法266条 aにおける故意の内容
　ドイツ刑法266条 a は、 1 項および 2 項が社会保険における保険料徴収の確保
のための連帯共同体の利益を、 3 項が当該被用者の財産を保護する規定であると
解されている
（３）
。
　また、行為主体については、 1 項から 3 項のすべてで、条文上使用者あるいは
それと同等の地位にある人物に限定されており、本罪は身分犯である。なお、こ
の「使用者」（Arbeitgeber）という概念は、刑法典上に定義規定はなく、社会保
険 法 上 の 義 務 に 関 係 す る 概 念 で あ る こ と か ら、 社 会 保 険 法（Sozial­
versicherungsrecht）における基準によることになるが、そこではさらに労働法
（Arbeitsrecht）が参照されることになる
（４）
。
　このように、本罪は、使用者を行為主体として保険料に関する利益を保護する
犯罪類型であるが、従来の判例によれば、本罪の故意が認められるためには、使
用者性とそこから生じる社会保険料の支払義務には認識が及んでいなくともよい
とされてきた。それゆえ、「自分は法的な意味で使用者ではない」あるいは「保
険料の支払義務を負わない」という錯誤は、禁止の錯誤にすぎないと考えられて
きた。もっとも、従来の判例の立場からも、本罪の故意の内容として、使用者と
しての義務を負う地位を基礎づける事実的な事情（たとえば使用者と被用者の間の
雇用関係など）については、すべて認識している必要がある。
　これに対し、学説上は、本判決以前から、支払義務が構成要件要素であること
などを理由として、支払義務の存在自体についての錯誤であっても故意を阻却す
べきであるとの見解も主張されていた
（５）
。
19頁以下、樋笠尭士「各構成要件における行為事情の錯誤」嘉悦大学研究論集58巻 1 号
（2015年）77頁以下、ローター・クーレン（内海朋子訳）「租税刑法における故意と錯誤」横
浜法学27巻 1 号（2018年）451頁以下参照。
（ 3 ）　Martin Heger, in：Lackner/Kühl Strafgesetzbuch, 29. Aufl., 2018, § 266a Rn. 1；Urs 
Kindhäuser/Martin Böse, Strafrecht Besonderer Teil II, 10. Aufl., 2019, § 36 Rn. 1. ドイツ
刑法266条 a の個々の構成要件については、本稿の注（ 1 ）参照。
（ 4 ）　Jörg Eisele, Strafrecht AT：Abgrenzung von Tatbestands─ und Verbotsirrtum, JuS 
2018, S. 1107；Walter Perron, in：Schönke/Schröder Strafgesetzbuch, 30. Aufl., 2019, § 266a 
Rn. 11；Annika Schülke/Luisa Schuster, famos Januar 2019, S. 3.
（ 5 ）　Heger, a. a. O. （Anm. 3）, § 266a Rn. 16；Perron, a. a. O. （Anm. 4）, § 266a Rn. 17.
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2 ．脱税の故意と租税債権説
　次に、本判決でも言及された、脱税の故意について概観する。ドイツでは、租
税通則法（Abgabenordnung）370条が脱税の罪を規定している
（６）
。本判決も指摘す
るように、ドイツの判例・通説は、租税逋脱犯の故意に関して、「租税債権が生
じており、かつそれを削減しようと思うこと」を要求してきた（租税債権説）。こ
の租税債権説によれば、納税義務の存在あるいはその範囲について錯誤がある場
合、脱税の故意は阻却されることになる。それゆえ、租税逋脱犯の場合、故意に
行為するためには自分に納税義務が課されていることを知っていなければなら
ず、それによって通常は違法性の意識も伴うことから、故意と違法性の意識はほ
とんど重なることになる
（７）
。この租税債権説に対しては、故意説の部分的な採用に
つながり、責任説および責任説を前提とするドイツ刑法17条と整合するのか、と
の批判が向けられてきた
（８）
。
　な お、 本 件 で 被 告 人 に 納 税 義 務 を 課 す 根 拠 は 所 得 税 法（Einkommen­
steuergesetz）41条 a に求められることになるが、所得税法41条 a もまた使用者に
向けた義務を課す規定であるため、本件では脱税の罪の行為主体も使用者に限定
される。
三　従来の判例
　次に、本判決にかかわる、従来の判例の動向について概観する。
判例①：BGH, Beschluss vom 7. 10. 2009 ─ 1 StR 478/09, NStZ 2010, 337
　本判決と同じく「使用者」についての認識が問題となったのが、判例①であ
る。判例①において、連邦通常裁判所は、まず、刑法266条 a の「使用者」該当
性について検討したうえでこれを肯定した。そして、故意については、被告人が
自らの地位を使用者として基礎づけるすべての事情を知っていたならば、刑法
266条 a および所得税法41条 a の意味における「使用者」という構成要件要素の
不法の基礎づけにとって本質的な意味内容も理解しており、かつ、そこから生じ
（ 6 ）　本件で問題となった租税通則法370条 1 項は、以下のように規定している。
租税通則法第370条（脱税）
第 1 項　 以下の者は、 5 年以下の自由刑又は罰金に処する。
第 1 号　 税務官庁若しくは他の官庁に、税に関し重大な事実について、不正確な
若しくは不備のある申告をした者
第 2 号　 税務官庁に、義務に反して税に関し重大な事実について認識させなかっ
た者
（ 7 ）　Vgl. Claus Roxin, Strafrecht Allgemeiner Teil, Band I, 4. Aufl., 2006, § 12 Rn. 108.
（ 8 ）　租税債権説を巡る議論状況については、中村・前掲注（ 2 ）28頁以下参照。
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る社会保険上および給与所得税上の義務もまた理解しているとした。それゆえ、
「自分は使用者ではなかった」という錯誤は単なる包摂の錯誤であり、通常は回
避可能な禁止の錯誤にすぎないとして、被告人の故意を認めた。
判例②：BGH, Urteil vom 8. 9. 2011 ─ 1 StR 38/11, NStZ 2012, 160
　租税通則法370条における故意が問題となり、本判決も引用しているのが、判
例②
（９）
である。判例②では、故意の態様に関して、確定的故意を要するのかそれと
も条件つき故意で足りるのかという点を主たる争点としたが、傍論として、租税
債権の存在についての錯誤が故意を阻却するというのは、それが租税に関する規
範の射程についての誤信に基づいている場合にも及ぶのかという問題提起を行っ
た。そこでは、租税規範の内容や適用領域に関する錯誤を禁止の錯誤とする見解
（10）
が紹介されたほか、判例①も引用されている。
　判例②は、従来の判例の立場である租税債権説を変更する可能性を示唆した点
で、注目を浴びた
（11）
。
四　原審の判断について
　原審であるヴィースバーデン地裁は、おそらく、こうした従来の判例の動向か
らすれば、ドイツ刑法266条 a における使用者性についての錯誤は包摂の錯誤に
すぎず、本件で被告人に構成要件の錯誤を認めることは困難であると考えたので
あろう。そして、被告人がポーランド国籍であったことや、弁護士の助言を得て
いたことなどの事情から、回避しえない禁止の錯誤を持ち出し、ドイツ刑法17条
によって無罪の結論を導いたものと思われる。
　もっとも、禁止の錯誤による解決は、錯誤の回避可能性を問題とする点で、構
成要件の錯誤による解決よりも不可罰とされる範囲が狭くなる。特に判例では、
禁止の錯誤の回避可能性判断にあたって、通常であれば回避可能と判断されてし
まう厳格な基準が用いられている
（12）
。このことは、本判決が、回避しえない禁止の
錯誤を認めた地裁の証拠評価に疑義を挟んだことにも表れているといえよう。そ
れゆえ、なお無罪という結論を維持しようとするなら、構成要件の錯誤による解
（ 9 ）　判例②の紹介として、中村邦義「判批」産大法学48巻 3 ・ 4 号（2015年）371頁以下。
（10）　Peter Allgayer, in：Graf/Jäger/Wittig Wirtschafts─ und Steuerstrafrecht, 2. Aufl., 2017, 
§ 369 AO Rn. 28.
（11）　中村・前掲注（ 2 ）20頁、クーレン（内海訳）・前掲注（ 2 ）458頁参照。
（12）　Vgl. Schülke/Schuster, a. a. O. （Anm. 4）, S. 5. なお、本判決においてドイツ刑法266条a
についての錯誤は禁止の錯誤と解すべきとしつつも、禁止の錯誤の回避可能性判断の緩和を
提案するのは、Eisele, a. a. O. （Anm. 4）, S. 1108.
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決が模索されることになる。
五　本判決の判断とその妥当性
1．「租税逋脱犯との整合性」という論拠
　それでは、以下、本判決の判断について検討してゆく。本判決を支える論理
は、「租税逋脱犯との整合性」にある。ドイツ刑法266条 a の罪も租税通則法330
条・所得税法41条 a による脱税の罪も、ともに行為主体が「使用者」に限定さ
れ、使用者性から生じる義務が構成要件要素であるという点で共通している。し
かし、当該要素はともに「自らの地位とそこから生じる義務」という評価的要素
と「上記地位と義務を基礎づける事情」という事実的要素とに概念上区別可能で
あるところ、従来の判例によれば、ドイツ刑法266条 a では前者のみが故意の認
識対象であるのに対し、租税逋脱犯では両者が故意の認識対象とされてきた。本
判決は、前述の点で共通の構造をもつ両罪について、従来の判決が錯誤の処理を
異にしてきたのは不整合であることを指摘し、いずれの錯誤もドイツ刑法16条に
よる構成要件の錯誤として統一するように判示したのである。
　本判決の指摘するように、行為主体としての「使用者」とそこから生じる義務
は、当該要素の該当性を決するにあたり裁判官による価値判断を必要とする
（13）
点
で、いわゆる規範的構成要件要素である。そして、特別の規定がない限り
（14）
、当該
要素には刑法総論の一般原理が妥当するのであるから、両罪における錯誤の処理
の「区別をする実質的な理由は認められない」とし、整合的な解釈を指示する本
判決の姿勢は妥当であろう。
2 ．構成要件の錯誤という方向性
　もっとも、整合的な解釈という意味では、本判決のように両錯誤を共に構成要
件の錯誤とする方向性のほかに、両錯誤をともに禁止の錯誤とする方向性もあり
えたはずである。実際、本判決の評釈のなかには、両錯誤をともに禁止の錯誤で
処理することを提案するものも存在し
（15）
、また本判決が引用する判例②も、そうし
た方向性を示唆していたといえる。それでは、なぜ本判決は構成要件の錯誤のほ
（13）　ドイツ刑法266条 a についていえば、「使用者」にあたるか否かを判断するために、他の
法規範を参照して解釈する必要がある点で、規範性を帯びている。
（14）　租税通則法369条 2 項は、「租税犯罪行為には、租税法の処罰規定が他に何も規定してい
ない限りで、刑法の一般原則が妥当する」と規定する。なお、かつてドイツ租税刑法におい
て立法によって故意説を採用する規定があったことにつき、石井徹哉「租税逋脱罪の故意」
早稲田法学会誌43巻（1993年）54頁、中村・前掲注（ 2 ）22頁以下参照。
（15）　Schülke/Schuster, a. a. O. （Anm. 4）, S. 6.
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うに統一したのであろうか。
　この点についても、本判決の姿勢は、刑法総論の一般原理に忠実であるといえ
よう。ドイツの通説的見解によれば、意味の認識の問題として、記述的構成要件
要素については感覚的知覚で足りるのに対して、規範的構成要件要素について
は、その精神的な理解が必要であると解されている
（16）
。たとえば、物の他人性につ
いていえば、たとえ法的には他人の所有権を基礎づける事情を認識していたとし
ても、その物の所有者は自分であると考えているなら、窃盗罪の故意は認められ
ない
（17）
。こうした理解に従えば、使用者性とそこから生じる保険料支払義務／納税
義務もまた規範的構成要件要素なのであるから、故意を認めるためには上記地位
や義務を基礎づける事情の認識だけでは足りないということになるのではないだ
ろうか。
　また、実質的観点から見ても、行為者に重い故意非難を向けるために法的義務
自体の認識を要求することは、決して過度な要求ではないと思われる
（18）
。なぜな
ら、両罪はいわゆる法定犯であり、法的義務が課されてはじめて行為が犯罪性を
帯びることに鑑みれば、地位や義務を基礎づける事情自体は価値中立的であり、
その認識だけでは法益侵害性の認識や反対動機の提訴は導かれないと考えられる
（19）
からである。
　そして、法的義務自体の認識を要求することによって、当該犯罪において結論
が故意説に接近したとしても、それが責任説と矛盾するということにはならない
ように思われる。なぜなら、責任説とは、違法性の意識を故意に必須の要件とは
しない見解であって、どの犯罪でも常に故意説と異なる結論を導かなければなら
ないという命題まで含意しているわけではないと解されるからである
（20）
。さらにい
（16）　Roxin, a. a. O. （Anm. 7）, § 12 Rn. 100. 規範的構成要件要素についての錯誤に関する学
説 状 況 に つ い て は、Konstantina Papathanasiou, Irrtum über normative 
Tatbestandsmerkmale, 2014, S. 38ff. が詳しい。これに対して、規範的構成要件要素の理論
について反対するのは、Bernd Heinrich, Der Irrtum über normative Tatbestandsmerkmale, 
Festschrift für Claus Roxin zum 80. Geburtstag, 2011, S. 464.；Schülke/Schuster, a. a. O. 
（Anm. 4 ）, S. 6.
（17）　Roxin, a. a. O. （Anm. 7）, § 12 Rn. 100；Rudolf Rengier, Strafrecht Allgemeiner Teil, 
10. Aufl., 2018, § 15 Rn. 9.
（18）　日本において租税逋脱犯につき納税義務の認識を要求する見解として、板倉宏「租税犯
における故意（中）」判例タイムズ194号（1966年）35頁、長井長信『故意概念と錯誤論』
（成文堂、1998年）203頁以下。これに対し、逋脱額を基礎づける益金または損金を基礎づけ
る事実に認識があれば、租税法解釈の誤りがあったとしても故意を認めるものとして、山口
厚編『経済刑法』（商事法務、2012年）176頁以下〔島田聡一郎〕。
（19）　中村・前掲注（ 2 ）39頁以下参照。
（20）　Vgl. Roxin, a. a. O. （Anm. 7）, § 12 Rn. 108. これに対し、中村邦義「わが国の租税刑法
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えば、法的義務自体の認識を要求したとしても、許容の錯誤が介在する場合（義
務は存在するが、特別な正当化事由によって正当化されると誤信した場合）には、な
お故意説と責任説で結論が分かれるように思われる。
六　本判決の意義・影響
　本判決は、あくまでドイツ刑法266条 a に関する従来の判例の処理を変更する
可能性を示すにとどまるが、本判決の紹介・評釈が多数公表されている
（21）
ことに示
されるように、その影響は決して小さなものではないように思われる。
　第一に、本判決の判示に従えば、ドイツ刑法266条 a における錯誤の処理は大
きく変わることになる。自分は使用者ではないとの錯誤を包摂の錯誤にすぎない
として故意を認めた判例①は、本判決によって変更されたと見るべきだろう。こ
れによって、使用者は、使用者性や支払義務について錯誤に陥ってさえいれば、
原則的に（ドイツ刑法266条 a については）不可罰となるため、実務上も大きな影
響があると指摘されている
（22）
。とはいえ、仮に刑法上不可罰とされても、納めなか
った税金に対する追徴金という重大なリスクはなお残るのであり
（23）
、使用者は、保
険料の支払いについて無頓着でよいとまではいえないだろう。
　第二に、本判決は、租税逋脱犯における租税債権説を後押しすることにもつな
がる。なぜなら、本判決は租税通則法370条における錯誤についてもあわせて構
成要件の錯誤による処理に統一したのであり、判例②において禁止の錯誤による
処理へと傾いた流れを、従来の租税債権説へと引き戻すものと評価できるからで
ある。また、租税債権説に対する批判のなかには、ドイツ刑法266条 a の「使用
者」という構成要件要素についての錯誤が故意を阻却しないことを引き合いに出
していた論者もいる
（24）
が、今後、このような論拠を用いることは難しくなるだろ
における違法性の錯誤」産大法学50巻 3 ・ 4 号（2017年）41頁以下は、租税逋脱犯につい
て、行為義務の錯誤と納税義務の錯誤を区別することで、租税債権説を採用してもなお故意
説とは異なる結論を導くことを重視する。
（21）　Eisele, a. a. O. （Anm. 4）, S. 1106ff.；Michael Floeth, NStZ─RR 2018, S. 180ff.；
Christian Rode/Patrick Hinderer, wistra 2018, S. 339ff.；Simone Weber, FD─StrafR 2018, 
405246；Klaus Leipold/Stephan Beukelmann, NJW─Spezial 2018, S. 314；Michael Fuhlrott, 
GWR 2018, S. 183；Leonie Meißner/Nils Neumann, AuA 2018, S. 491；Clauadia Rid, AuA 
2018, S. 674f.；Schülke/Schuster, a. a. O. （Anm. 4）, S. 1 ff.；NStZ 2019, S. 146ff.
（22）　Petra Wittig, in：Beck’scher Online Kommentar StGB, 41. Edition, 2019, § 266a Rn. 
32a. 1.
（23）　Fuhlrott, a. a. O. （Anm. 21）, S. 183.
（24）　Alexander Meyberg, Bedingter Vorsatz und Irrtum über Steueranspruch, PStR 2011, S. 
310.
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う。
　第三に、本判決の示した構成要件の錯誤による処理は、日本における規範的構
成要件要素についての錯誤を巡る議論にも示唆を得ることができよう。たとえ
ば、特別法上のみなし公務員規定にもとづく贈賄罪の故意について、贈賄の相手
方がみなし公務員であること自体を認識している必要があるのか、あるいはみな
し公務員とされた実質的根拠となる事実の認識で足りるのかといった問題
（25）
は、本
判決に類似した問題状況にあり、本判決の示した構成要件の錯誤による解決は大
いに参考になる。
（25）　実際にこの点が争われたのが、東京地判平成14年12月16日（判時1841号158頁）である。
